１．土地区画整理促進区域内建築行為等許可申請等の添付書類
下記図面等を添付し提出してください。
（１）事前協議の場合（８部（正本１部、副本７部）提出、事前協議書の副本は写し可）
	付近見取図
	方位、道路及び目標となる地物を表示した図面

	区域図
	縮尺1:2000以上。区域を明示してください。

	設計図
	縮尺1:500以上。（平面図・断面図）

	公図
	行為の区域全域を含むもの。写し可。

	委任状
	手続きに関する事務を代理人に委任する場合。副本は写し可。土地の所有権が共有の場合は、委任者全ての委任状が必要になります。

	その他
	土地の形質変更で、住宅以外の建設の用に供する場合は、許可の判定に際し、審査基準の適合状況を確認する必要があるため、審査基準の判断根拠となる当該事業に係る市が指定した書類（国や地方公共団体の計画や方針の位置付けを示す書類、補助事業関連書類、近隣住民周知に係る書類、事業工程および法的手続き全般の進捗状況が分かる書類等）を提出することになります。


（２）許可申請（土地の形質の変更）の場合（２部（正本１部、副本１部）提出、
許可申請書の副本は写し可）
	付近見取図
	方位、道路及び目標となる地物を表示した図面

	区域図(※)
	縮尺1:2000以上。区域を明示してください。

	設計図(※)
	縮尺1:500以上。（平面図・断面図）

	敷地の求積図
	他の図面で面積の算出過程が確認できる場合は省くことが可。

	登記事項証明書
	登記が完了していない場合は、売買契約書の写しを添付。

	使用権限を証する書類
	申請者と土地所有者が異なる場合に提出してください。副本は写し可。

	行為の同意書
	申請者と土地所有者が異なる場合、土地所有者の同意書を添付してください。様式自由、副本は写し可。土地の所有権が共有の場合は、全ての権利者の同意が必要になります。

	公図(※)
	行為の区域全域を含むもの。写し可

	委任状(※)
	手続きに関する事務を代理人に委任する場合。

（許可申請、許可書等の受理、申請の取下げ、許可の取消願の提出他）副本は写し可。土地の所有権が共有の場合は、委任者全ての委任状が必要になります。

	住民票
	副本は写し可。

	誓約書
	実印を押印してください。副本は写し可。土地の所有権が共有の場合は、全ての権利者の誓約が必要になります。

	印鑑証明書
	副本は写し可。

	その他(※)
	土地の形質変更で、住宅以外の建設の用に供する場合は、許可の判定に際し、審査基準の適合状況を確認する必要があるため、審査基準の判断根拠となる当該事業に係る市が指定した書類（国や地方公共団体の計画や方針の位置付けを示す書類、補助事業関連書類、近隣住民周知に係る書類、事業工程および法的手続き全般の進捗状況が分かる書類等）を提出することになります。


· 事前協議を行っており、書類の変更が無い場合には、省略が可。
（３）許可申請（建築物の新築、改築又は増築）の場合（２部（正本１部、副本１部）
提出、許可申請書の副本は写し可）
	付近見取図
	方位、道路及び目標となる地物を表示した図面

	配置図
	縮尺1:500以上。方位、敷地の境界線、敷地内における建築物の位置、申請にかかる建築物と他の建築物との別、擁壁、井戸及びし尿浄化槽の位置並びに敷地に接する道路の位置及び幅員を表示した図面

	敷地、建築物の求積図
	他の図面で面積の算出過程が確認できる場合は省くことが可。

	二面以上の断面図
	縮尺1:200以上。床の高さ、各階天井の高さ、軒及び庇の出並びに軒の高さ及び建築物の高さを表示した図面

	登記事項証明書
	

	使用権限を称する書類
	申請者と土地所有者が異なる場合に提出してください。副本は写し可。

	行為の同意書
	申請者と土地所有者が異なる場合、土地所有者の同意書を添付してください。（様式自由）副本は写し可。建築物の所有権が共有の場合は、全ての権利者の同意が必要になります。

	公図
	行為の区域全域を含むもの。写し可

	委任状
	手続きに関する事務を代理人に委任する場合。

（許可申請、許可書等の受理、申請の取下げ、許可の取消願の提出他）副本は写し可。建築物の所有権が共有の場合は、委任者全ての委任状が必要になります。

	住民票
	副本は写し可。

	誓約書
	実印を押印してください。副本は写し可。建築物の所有権が共有の場合は、全ての権利者の誓約が必要になります。

	印鑑証明書
	副本は写し可。


（注）柏ケ谷瀧ノ本地区地区計画区域内の場合
「地区計画区域内における行為の届出書」を同時に提出してください。

なお、申請書類には、建築を行う場所が分かる、１:2000程度の案内図のみ添付してください。

（注）土地の形質変更、建築物の新築、改築、増築を伴わない、土地、建築物等の所有権移転が生じた場合は、新所有者名の誓約書の提出が必要になります。
